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2021自治労県職労基本要求提出交渉
新委員長「コロナ対策で最大限県民を支えるために尽力している職員のためにも、誠意を持った回答を！」
過重労働撲滅のための人員増、人材育成の仕組みの確立、障害者雇用の推進などを求める！
　自治労県職労は11月11日、2021年度基本要求書を労務担当局長に提出し、基本要求交渉をスタートしました。（重点課題は裏面に掲載。）

冒頭、鈴木委員長は「職員は今年度、コロナ対策で最大限県民を支えるために尽力していると思う。いったんは終息が見え始めたが、今後さらなる困難が起こる可能性が濃厚だ。由々しき事態で職員は不安な思いを持っている。こうした頑張りに報い、この事態を乗り切るためにも誠意を持った回答をお願いしたい。」とあいさつし、交渉に入りました。
執行部の主な発言
〇過重労働の撲滅

・80時間超、100時間超の職員数は、4月以降いずれも前年を大きく上回っている。

・80時間超、特に100時間超の時間外勤務は、過労死水準の労働時間であり、職員の命、健康を考えれば、原因の如何を問わず、本来あってはならないものである。

・過労死水準の長時間労働をなくすためには、まず詳細な実態把握が必要。本来、労使協議の場で情報提供
されるべきだが、この間協議は行われていない。回答交渉までに、80時間超の職場名と主な原因、対応について情報提供を受けた上で、過労死水準の長時間労働解消に向けた議論をしたい。

・コロナ関連で、昨今の情勢を踏まえれば、対策本部や保健福祉事務所等のコロナ対策関係職場の拡充は不可避である。長時間労働の温床となっている対策本部の増員、応援職員の解消、応援職員を送り出している職場への職員配置など、具体的な対策を行うべきだ。

・そのための人員を生み出す、事業の休止・廃止がどれだけ進んでいるのか、明らかにしていただきたい。
・健康医療局の時間外勤務は突出している。コロナ対策本部は設置されたが、長時間労働は減っていない。応援職員に頼ってやっと回っている。絶対的に人員が不足している。更なるテコ入れが必要だ。
・保健福祉事務所は想像を絶する状態。今のままではこの冬を乗り越えられない。早急に対策を。
・家族がPCR検査を受けたが結果が出たのは月曜日、結果が遅れるほど濃厚接触者が増えるのだから、迅速な結果を出すのが当然の考え。保健福祉事務所の人員強化はそうした観点からもお願いしたい。

〇人材育成の確立について

・現在の人材育成はそろそろ限界ではないのか。1所属3年基準を4年に延ばしたが、例えば新採用後10年のローテーションの骨格は、30年以上前と同じだ。余裕のある人員配置の中で、人材育成に十分時間をかけられた時代と同じことをしていては、人材育成などできない。一つの手法として「スーパーバイザー」を提案している。今後の県政を考え、職員がやりがいを持って働けるようじっくり議論していきたい。
・県税でも若手は3年で異動する一方、教える側がどんどん減り、質は低下している。今後業務の水準を維持、継続できるかは未知数だ。専門的職務の人材育成についてテコ入れしてほしい。

〇会計年度任用職員制度について
・4月から制度が導入されたが、まだ見直しが必要だ。
・行政補助員の現在の任用方法は、任用を希望する者の雇用不安や任用する所属の負担など問題が多い。名簿方式への改革を求める。

・休暇制度等の格差の元凶となっている総務省マニュアル自体、同一労働同一賃金の視点から疑義がある。
・会計年度任用職員の賃金を抑制している「定型的・補助的」という業務の規定には明確な定義はない。業務実態に見合った格付けとすべきである。

〇ノーマライゼーションの推進について

・神奈川県は1980年代から、全国に先駆けて障害者雇用を進めてきた。それも行政が障害当事者団体や労働組合と議論を積み上げて作ってきた先進的なものだ。

・現在は、身体障害者だけでなく、知的障害者、精神障害者の雇用も進めている。

・一方で、障害者雇用が始まった初期に採用された障害のある職員が退職する時期を迎えている。初期に視覚障害者の適職とされた電話交換員も今後大量に退職する。現業職の見直しの中で、電話交換員は「廃止」ではなく障害者雇用の観点から検討することになっている。

・今後、どのような形で障害者雇用を進めていくのか、神奈川の良き伝統を踏まえ、行政と障害当事者団体、労働組合が議論を積み上げて、より良い方向性を検討していく時期に来ているのではないか。

・使用機器更新等、パソコンがモバイルになり小さくなった。システムがフェーズ2で更新されているが、システム表示が小さく使いづらい。障害の有無にかかわらず使い勝手が悪いということは、業務効率の低下につながる。導入ありきではなく事前に検証してほしい。ソフト面についても、障害を持つ職員に導入前に情報提供し、当事者にも使いやすいものとしてほしい。
・最近の全庁掲示板での表示内容を見ると、色を付けたり、マーカーをつけたりしているものが目立つが、色覚が弱い方もおり、その色が見えないといったことがある。バリアフリーガイドラインに基づき、全所属で認識したうえで作っているのか疑問である。県HPでPDFを掲載しても、視覚障害者には見られず、情報提供になっていない。
　今季の基本要求交渉は、人事委員会勧告が2度に分かれ、県労連交渉が変則的となったことから、回答交渉と支部代交渉を11月26日に行い、来年１月の交渉での決着をめざします。
2021年度基本要求重点課題
◇過重労働の撲滅について
〇常態的な時間外勤務職場については、最低限、時間外勤務時間を換算して割り出された人数を増配置すること。
〇新型コロナウイルス感染症対策業務以外も含めて、過労死水準である月100時間超を解消するために、現に超過している所属はもとより、超過する可能性のある所属には、年度内であっても、適正な人員配置を純増として早急に対策を行うこと。
〇新型コロナウイルス感染症対策関連の人事異動にあたっては、全庁的に不急業務を洗い出し、業務の休止・廃止が可能な所属から異動させること。
◇人員について
〇新型コロナウイルス感染症対応で明らかになったとおり、県民の命と健康を守るために、感染症対策や生活保護対応など、保健福祉事務所は大変重要であることを踏まえ、以前の統廃合を見直し、必要な人員を配置するなど機能強化を図ること。
◇健康で安全に働き続けられる労働安全の確立
〇現職死亡やメンタルヘルス不全、公務災害が発生した所属については、職場の問題点の洗い出しを行い、早急に対策を講じること。
〇新型コロナウイルス感染症対策として、次の対応を行うこと。
○感染者、感染の疑いのある方との接触の可能性のある業務を行う職員に対して、事前にきちんと安全教育を行い、防護用品等を支給すること。
○職場で使用する消毒用アルコール等は、予算措置を講ずること。
○各庁舎管理者は、共用会議室等の感染症対策を徹底すること。
◇人事運営の適正化について

〇中途採用者の昇格運用について、前職での経験年数を昇任・昇格に必要な在職年数に加算するなど、抜本的に改善すること。
◇人材育成の確立について
〇「スーパーバイザー」の仕組みを導入し、職場における業務の指導・教育の仕組みを確立すること。
〇スーパーバイザーには、当該業務の経験が豊富な職員を配置し、業務として位置づけ、指導方法の研修を行うこと。
〇児童相談所や保健福祉事務所、県税事務所、相談業務や土地関係業務については、特に効果的な人材育成を行うこと。
◇福利厚生等について
〇各庁舎の休養室、休憩室を整備し、清潔で使い勝手の良いものとすること。
〇会計年度任用職員等、非正規職員の健康診断を次のとおり充実すること。・がん検診の対象とすること。・指定年齢検診の対象とすること。・人間ドックの対象とすること。
◇再任用制度について
〇勤務内容の変更にあたっては、組合の合意及び本人の同意を得ること。
◇会計年度任用職員制度等について
〇会計年度任用職員の任用について、希望する者が働き続けられるよう、名簿登載方式の導入など、任用方法を見直すこと。

〇「同一労働同一賃金」の観点から、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金・労働条件等について、常勤職員との均等・均衡を図ること。
〇会計年度任用職員の業務を検証し、「定型的・補助的業務」にあたらない業務の処遇について、交渉・協議を行うこと。
◇ノーマライゼーションの推進について
〇職場環境の整備・改善、使用機器の整備・更新及び事務処理システムの構築・更新に当たっては、「情報バリアフリーガイドライン」を順守するとともに、障害のある当事者の意見を十分把握し、合理的な配慮を行うこと。
〇今後の障害者雇用のあり方について、障害当時者や障害者団体を含めて検討を行うこと。
自治労県職労は定期的に


なんでも相談会を実施


○場所：本庁舎地下組合事務所


○日時：毎週水曜日18時～20時


※予約の必要はありません。








